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令和 6 年度 千代田町小中一貫校基本計画策定業務委託 
公募型プロポーザル実施要領 

 趣旨 
町内にある「千代田町立千代田中学校」、「千代田町立西小学校」、「千代田町立東小学校」、は次表

のとおり、竣工後 50 年以上経過する校舎があり、多くの校舎で劣化がみられる状況にある。また、少子

化による児童生徒数の減少も進んでおり、利用度の低い教室も増えてきている状況にあり、令和 6
（2024）年度の町内の児童生徒数は 761 人（小学校児童 490 人、中学校生徒 271 人）であるが、5 年

後の令和 11（2029）年度は 602 人（小学校児童 365 人、中学校生徒 237 人）まで減少すると予想され

ている。このような状況下において、現在の町内小中学生の学習環境を維持しつつ、千代田町の将来を

支える子どもたちに、時代に見合った、より良い学習環境を提供できるような、小中一貫校の新設を計画

している（以下、「本事業」という。）。 
今回、小中一貫校の整備にあたり、「令和 6 年度 千代田町小中一貫校基本計画策定業務委託仕様

書」（以下、「委託仕様書」という。）に基づき、小学校、中学校及び義務教育学校施設に関する様々な知

見や知識をもって、次年度以降に実施する基本設計及び実施設計に向けて実効性のある基本計画を

策定することを目的とし、提案内容、業務遂行能力等を総合的に判断し、最も優れた者を公募型プロポ

ーザル（以下、「プロポーザル」という。）により特定するための必要な事項を、「令和 6 年度 千代田町小

中一貫校基本計画策定業務委託 公募型プロポーザル実施要領（以下、「本要領」という。）に定めるも

のとする。 

 プロポーザル実施概要 

（１） 業務名称  令和 6 年度 千代田町小中一貫校基本計画策定業務委託 

（以下、「本業務」という。） 

（２） 業務範囲  別紙 委託仕様書のとおり。 

（３） 契約期間  契約締結の日から令和 7（2025）年 3 月 14 日（金）まで 
（なお、本業務委託は繰越を予定しており、繰越手続き後の履行期間は令和 7

（2025）年 6 月中旬まで延長することができる） 

（４） 委託上限額 32,000,000 円（消費税及び地方消費税含む） 
（提案内容の規模を示すものであり、契約時の予定価格ではない。選定後、契

約候補者から見積書を徴収する。） 

（５） 発注者  千代田町長  高橋 純一 

（６） 事務局  千代田町教育委員会事務局 
〒370-0598 群馬県邑楽郡千代田町赤岩 1895-1 

      TEL  0276-86-2111（代） 
      FAX  0276-86-4591 
      e-mail kyoui@town.chiyoda.gunma.jp  
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 参加資格要件 
以下の条件を全て満たすものとする。 

（１） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項及び第 2 項各号に掲げる

者でないこと。 

（２） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に

基づき更生手続き開始の申立てをし、又は申立てがなされている者でないこと（更生手続き開始

の決定を受けている者を除く）。 

（３） 無差別対象殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）に基づく処

分の対象になっている団体及びその構成員でないこと。 

（４） 千代田町暴力団排除条例（平成 24 年条例第 14 号）第２条の規定に抵触していない者であるこ

と。 

（５） 令和 6･7 年度千代田町競争入札参加資格者名簿において、業種「建築関係建設コンサルタント

業務」が登録されている者であること。 

（６） 千代田建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成 18 年 10 月 30 日告示第 73 号）の規定

に基づき、指名停止の措置要件に該当しない者であること。 

（７） 本要領の内容及び関係法令を遵守できる者であり、業務について高い知見と十分な業務遂行

能力を有し、常に連絡及び調整ができるような体制を整えていること。 

（８） 群馬県・埼玉県・栃木県において建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定による一

級建築士事務所の登録を受けていること。 

（９） 過去 10 年間（平成 26（2014）年度から令和 5（2023）年度まで）に、元請けとして官公庁から発

注された小中一貫校又は義務教育学校整備に関する基本計画策定業務委託又は実施設計業

務委託を受託し、この期間内に業務が完了した実績を有する者であること。なお、類似用途とし

て小学校または中学校の整備に関する基本計画策定業務委託又は実施設計業務委託の受託

実績も認めるものとする。 

（１０） 次に掲げる条件を全て満たす管理技術者を、本業務に配置できること。 
① 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）の規定に基づく一級建築士の資格を有する。 
② 過去 10 年間（平成 26（2014）年度から令和 5（2023）年度まで）に、元受けとして官公庁から

発注された小中一貫校又は義務教育学校整備に関する基本計画策定業務委託又は実施設

計業務委託を、管理技術者として経験した実績を有する。なお、類似用途として小学校または

中学校の整備に関する基本計画策定業務委託又は実施設計業務委託の受託実績も認める

ものとする。 
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 プロポーザル実施スケジュール 

内容 期間・期日 
提出 
書類 

本要領 
参照 

公告日 令和 6（2024）年 11 月 1 日（金） - - 

第1次 
審 査 

参加申込書 
受付期間 

【開始】令和 6（2024）年 11 月 5 日（火） 
【終了】令和 6（2024）年 11 月 20 日（水）17 時まで 

様式第 2
～第 7 P.4 

質問 
受付期間 【開始】令和 6（2024）年 11 月 5 日（火） 

【終了】令和 6（2024）年 11 月 12 日（火）17 時まで 様式第 1 
P.5 

回   答 令和 6（2024）年 11 月 15 日（金）予定 - 

審査結果発表 
及び通知 令和 6（2024）年 11 月 27 日（水）以降 - P.5 

第2次 
審 査 

技術提案書 
受付期間 

【開始】令和 6（2024）年 11 月 27 日（水） 
【終了】令和 6（2024）年 12 月 13 日（金）17 時まで 

様式第 8 
様式第 9 P.5 

質問 
受付期間 【開始】令和 6（2024）年 11 月 15 日（金） 

【終了】令和 6（2024）年 11 月 29 日（金）17 時まで 様式第 1 
P.6 

回   答 令和 6（2024）年 12 月 4 日（水）予定 - 

プレゼンテーション 
及びヒアリング 令和 6（2024）年 12 月 23 日（月） - P.7 

審査結果発表 
及び通知 令和 6（2024）年 12 月下旬予定 - P.7 

委託契約締結 令和 7（2025）年 1 月上旬予定 - P.8 

 募集要領及び各種様式等の配布 
千代田町ホームページからダウンロードすることを原則とする。 
掲載ページ URL 

http://www.town.chiyoda.gunma.jp/kyoiku/somu/proposal.html 

 評価及び選定 

（１） 選定委員会 
プロポーザルの審査は、以下のもので構成する「千代田町小中一貫校基本計画策定業務選

定委員会（以下、「選定委員会」という。）」で審査する。 
① 副町長    1 名 
② 教育長    1 名 
③ 教育長職務代理者 １名 
④ 学識経験者   1 名 
⑤ 教育関係者   1 名 
⑥ 町職員    10 名（関係課 課局長職） 
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（２） 評価及び選定方法 
① 第 1 次審査 

「別表 1 第 1 次審査評価基準」に基づき、選定委員会が提出書類の内容の評価を行い、評

価点の上位から 5 者（上位から 5 者目となる評価点の者が複数となった場合は、6 者以上）を

技術提案予定者として選定し、第 2 次審査に係る技術提案書の提出を要請する。 
なお、参加申込者が 5 者以下の場合は、参加資格要件を満たす全ての参加申込者に技術

提案書の提出を要請する。 
② 第 2 次審査 

選定委員会が技術提案書の提出者からのプレゼンテーション及び技術提案書の提出者へ

のヒアリングを行い、「別表 2 第 2 次審査評価基準」に基づき評価し、第 1 次審査及び第 2 次

審査の合計評価点が最も高い者を最優秀提案者（優先交渉権者）、次に高い者を優秀提案者

（次点交渉権者）として選定する。なお、最低評価点は満点の 6 割（100 点満点中の 60 点）と

し、これに満たない場合は特定しない。 

 第 1 次審査 

（１） 参加申込書の提出 
① 参加申込書受付期間 

令和 6（2024）年 11 月 5 日（火）から令和 6（2024）年 11 月 20 日（水）17 時まで 
※土日祝日を除く、午前 9 時から午後 5 時までとする 

② 参加申込方法 
③に示す様式に必要事項を記載の上、添付書類とともに２（６）事務局に提出（持参）すること。 

③ 提出書類 
以下に示す書類を掲載順に重ねてクリップ等で固定し、正本 1 部、副本 2 部（副本はコピー可）

を提出すること。なお、使用する用紙は A4 版縦のみとし、A3 版は折り込みであっても不可とす

る。 
▪ 様式第 2 参加申込書 
▪ 様式第 3 会社概要書 

添付書類 法人登記簿謄本（写し） 
 一級建築士事務所登録通知書（写し） 

▪ 様式第 4 業務実績調書 
添付書類 業務実績を証明する資料（写し） 

▪ 様式第 5 業務実施体制調書 
添付書類 資格の免許証（写し） 

▪ 様式第 6 配置予定技術者調書 
添付書類 雇用状況に関する資料（令和 6（2024）年 11 月 1 日時点で 3 か月以

上雇用していることが証明できるもの（写し）） 
 資格の免許証（写し） 
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 業務実績を証明する資料（写し） 

（２） 参加申込に対する質問の受付 
① 質問受付期間 

令和 6（2024）年 11 月 5 日（火）から令和 6（2024）年 11 月 12 日（火）17 時まで 
② 質問提出方法 

「様式第 1 質問書」に必要事項及び質問事項を記載し、電子メールにて提出する。その他

の方法による質問は一切受け付けない。 
③ 質問提出先 

２（６）事務局に、件名を「千代田町小中一貫校基本計画プロポーザル質問書」として電子メ

ールにて提出すること。 
なお、質問書を送信した旨を、２（６）事務局に対して必ず電話連絡すること。 

④ 回答時期 
令和 6（2024）年 11 月 15 日（金）中に千代田町ホームページで公表する。 

⑤ 回答方法 
回答は、質問者に対して随時電子メールで行う他、全ての質問及び回答の内容を千代田町

ホームページで公表する。 

（３） 参加辞退 
① 参加辞退期限 

令和 6（2024）年 11 月 20 日（水）17 時まで 
② 参加辞退方法 

「様式第 7 参加辞退届」に必要事項を記載の上、電子メールにて提出する。その他の方法に

よる参加辞退は一切受け付けない。 
③ 参加辞退届提出先 

２（６）事務局に、件名を「千代田町小中一貫校基本計画プロポーザル参加辞退」として電子メ

ールにて提出すること。 
なお、参加辞退届を送信した旨を、２（６）事務局に対して必ず電話連絡すること 

（４） 第 1 次審査の実施方法 
６（１）による選定委員会が、７（１）において提出された書類の内容について、６（２）①に基づき

評価を行う。 

（５） 第 1 次審査結果の発表及び通知 
令和 6（2024）年 11 月 27 日（水）に７（１）により参加申込を行った者全てに対して電子メール

にて審査結果を通知する。 

 第 2 次審査 

（１） 技術提案書の提出 
① 技術提案書受付期間 
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令和 6（2024）年 11 月 27 日（水）から令和 6（2024）年 12 月 13 日（金）17 時まで 
※土日祝日を除く、午前 9 時から午後 5 時までとする 

② 提出方法 
③に示す様式に必要事項を記載の上、添付書類とともに２（６）事務局に提出（持参）すること。 

③ 提出書類 
以下に示す書類を掲載順に重ねてクリップ等で固定し、正本 1 部、副本 18 部（副本はコピー

可）を提出すること。提出書類は A4 版縦に合わせて製本するものとし、A3 版は Z 折りにして折

り込むこと。なお、技術提案書による提案は、提案者 1 者あたり技術提案書 1 件、提案内容 1 案

とし、同提案者による複数提案は認めない。 
▪ 様式第 8 見積書 

添付書類 積算内訳（業務（作業）別）※A4 版縦とする 
▪ 様式第 9 技術提案書（表紙） 

添付書類 技術提案書（A3 版横 1 枚（片面）任意様式） 
④ 記載内容 

以下に示す内容を含むこと 
▪ 本業務の実施方針 
▪ 本業務の実施工程 
▪ プロジェクト体系図 
▪ 特記 1：小中学生がスムーズな交流を図れる施設計画の視点 
▪ 特記 2：小中学生のカリキュラムの違いに配慮した視点 
▪ 特記 3：防災拠点として児童生徒と地域住民の安全性の視点 
▪ 特記 4：教職員の働きやすさに配慮した視点 
▪ 特記 5：環境配慮施設・設備の視点 
▪ 特記 6：適切なライフサイクルコストに対する提案 
▪ 特記 7：地域住民への配慮と理解への提案 

（２） 技術提案書に対する質問の受付 
① 質問受付期間 

令和 6（2024）年 11 月 15 日（金）から令和 6（2024）年 11 月 29 日（金）17 時まで 
② 質問提出方法 

「様式第 1 質問書」に必要事項及び質問事項を記載し、電子メールにて提出する。その他

の方法による質問は一切受け付けない。 
③ 質問提出先 

２（６）事務局に、件名を「千代田町小中一貫校基本計画プロポーザル質問書」として電子メ

ールにて提出すること。 
なお、質問書を送信した旨を、２（６）事務局に対して必ず電話連絡すること。 

④ 回答時期 
令和 6（2024）年 12 月 4 日（水）中に千代田町ホームページで公表する。 
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⑤ 回答方法 
回答は、質問者に対して随時電子メールで行う他、全ての質問及び回答の内容を千代田町

ホームページで公表する。 

（３） プレゼンテーション及びヒアリングの実施 
技術提案の内容確認や補足説明を受けることを目的として、提案者によるプレゼンテーション

及び選定委員会によるヒアリングを行う。 
① プレゼンテーション及びヒアリングの日程等 

令和 6（2024）年 12 月 23 日（月）  千代田町役場（予定） 
※時間、場所等の詳細は、技術提案者（第 2 次審査対象者）にのみ、別途通知する。 

② プレゼンテーション及びヒアリングの実施方法 
1 技術提案者ごとに 30 分（プレゼンテーション 15 分、ヒアリング 30 分）とし、選定委員会に

よる審査を行う。審査順序は受付順とする。 
③ 出席者 

配置予定管理技術者を含む計 3 名までとする。 
※配置予定管理技術者は原則出席すること 

④ 留意事項 
▪ プレゼンテーション及びヒアリングは、提出した技術提案書に基づき実施するものとし、

追加資料の提出や使用は一切認めない。 
▪ プレゼンテーション及びヒアリングは、町が用意するスクリーン及びプロジェクターを利

用できるものとするが、プロジェクターに接続するパソコン等の端末は技術提案者が持

参すること。当日使用するスクリーン及びプロジェクターの仕様については、技術提案

者（第 2 次審査対象者）にのみ、別途通知する。 
▪ プレゼンテーション及びヒアリングに応じない場合は、辞退したものとみなす。 

（４） 第 2 次審査結果の発表及び通知 
① 第 2 次審査の実施 

６（１）による選定委員会が、８（１）において提出された書類の内容について、６（２）②に基づ

き評価を行う。 
② 審査結果の発表 

令和 6（2024）年 12 月 25 日（水）以降に千代田町ホームページに審査結果を掲載する。あ

わせて、７（１）により参加申込を行った者全てに対して電子メールにて審査結果を通知する。 
③ 審査結果説明請求 

▪ 審査結果の通知を受けた者は、通知した日の翌日から起算して 5 日以内（土日祝日を

除く）に、当該通知に関する説明を書面により求めることができる。 
▪ 前項の書面は、千代田町長宛に作成し、説明を求める者の名称、代表者名、主たる事

務所の所在地、連絡先、担当者名、選定結果の通知に対して説明を求める旨を記載し、

社印及び代表者印を押印の上、事務局に持参により提出すること。（土日祝日を除く午

前 9 時から午後 5 時まで） 
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▪ この回答は提出された日の翌日から起算して 5 日（土日祝日を除く）以内に書面にて行

うものとする。 

 委託契約締結 
選定委員会の評価した第 1 次審査及び第 2 次審査の合計評価点が最も高い者を最優秀提案者（優

先交渉権者）として特定し、技術提案書に記載された内容をもって契約に係る協議を行い、契約を締結

するものとする。 
ただし、最優秀提案者（優先交渉権者）が特別な事由により契約を締結しない場合、又は協議が整わ

なかった場合は、その特定を取り消して、優秀提案者（次点交渉権者）と協議を行う場合がある。 
なお、契約の締結は千代田町財務規則（平成 22 年 3 月 26 日規則第 6 号）に基づいて行う。 

 提出書類の取扱い 

（１） 提出書類の返却は行わない。 

（２） 各書類の提出期限以降の差替え、訂正、不足書類の追加や再提出等は一切認めない。ただし、

町の判断により補足資料等の提出を求める場合がある。 

（３） 提出書類の著作権は、技術提案者に帰属するが、町は、本プロポーザルに関する公表や審査

のための作業、その他町が必要と認める場合は、技術提案者の承諾なく無償で使用できるもの

とする。 

（４） 技術提案書の内容は、基本計画策定段階や基本・実施設計段階等の各段階において時勢等

による柔軟な対応が行われる場合があるため、全てを実施することを保証するものではない。 

（５） 技術提案書に含まれる第三者の著作物の公表・展示等の使用に関しては、出典を明示するとと

もに技術提案者が全て著作権者の承諾を得ておくこと。 

 その他留意事項 

（１） 参加申込者（技術提案者）が次のいずれかに該当する場合は失格となる。 
① 提案者を選定する日時までに「３ 参加資格要件」を満たさなくなった場合。 
② 技術提案書等の提出方法及び提出期限を遵守しなかった場合。 
③ 提出書類等に虚偽の内容が記載されている場合。 
④ 提出書類に記載した配置予定管理技術者が変更になる場合、又は当該業務に従事できなくな

った場合。ただし、止むを得ない事情があるものとして選定委員会が認める場合は、この限り

でない。 
⑤ 選定委員会委員や事務局等、当該事業の関係者に当該事業に関する助言を求めたり、不正

な接触を行う等、選定結果に影響を与えたりするような不誠実な行為を行った場合。 
⑥ その他、選定委員会が不適格と認めた場合。 

（２） 提出書類の作成及び提出、ヒアリング及びプレゼンテーション参加の経費は提案者の負担とす

る。 
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（３） 本業務受託者は、必要に応じて本業務履行期間内に実施される当該計画策定に関する検討委

員会等に出席し、説明や質疑に真摯に対応すること。また、当該検討委員会等の結果を発注者

の指示に従い計画に反映すること。 

（４） 町は、プロポーザル辞退者に対し、その後不利益な取り扱いは行わない。 

（５） 本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合には、千代田町情報公開条例（平成 13 年 3
月 12 日条例第 1 号）に基づき、提出書類等を公開するものとする。 

（６） その他、本要領に記載のない事項については、その都度協議するものとする。 
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別表 1 第 1 次審査評価基準 

評価項目 評価のポイント 評点 

業務遂行能力 

（企 業） 

有資格者数 

①所属する一級建築士有資格者数 

②所属する構造設計一級建築士有資格者数 

③所属する設備設計一級建築士有資格者数 

10 点満点 

5 点満点 

5 点満点 

業務実績 
①同種業務の実務実績（過去 10 年） 

②類似業務の実務実績（過去 10 年） 

5 点満点 

5 点満点 

業務遂行能力 

（管理技術者） 

保有資格 

①一級建築士（10 点） 

②構造設計一級建築士（5 点） 

③設備設計一級建築士（5 点） 

20 点満点 

業務実績 
①同種業務の実務実績（過去 10 年） 

②類似業務の実務実績（過去 10 年） 

10 点満点 

10 点満点 

手持ち業務 5 件以内かつ 1 億円以内であること（5 点） 5 点満点 

業務実施体制 

（配置技術者） 

保有資格 

①一級建築士 

②構造設計一級建築士 

③設備設計一級建築士 

10 点満点 

5 点満点 

5 点満点 

サポート体制 5 人以上で満点 5 点満点 

合計 100 点満点 

別表 2 第 2 次審査評価基準 

評価項目 評価のポイント 評点 

技術提案内容 

業務実施方針 
本要領等を理解し、千代田町の実情に見合った

実施方針が立案されているか 
10 点満点 

業務実施工程 
本要領等を理解し、千代田町の実情に見合った

スケジュールが立案されているか 
10 点満点 

プロジェクト体系 
本事業を多角的な視野をもって工程どおりに業

務遂行できる体制が整っているか 
10 点満点 

技術提案の 

各視点 

①特記 1 

 

②特記 2 

 

③特記 3 

 

④特記 4 

 

⑤特記 5 

 

⑥特記 6 

 

⑦特記 7 

小中学生がスムーズな交流を図れる

施設計画の視点 

小中学生のカリキュラムの違いに配

慮した視点 

防災拠点として児童生徒と地域住民

の安全性の視点 

教職員の働きやすさに配慮した視点 

 

環境配慮施設・設備の視点 

 

適切なライフサイクルコストに対する

提案 

地域住民への配慮と理解への提案 

10 点満点 

 

10 点満点 

 

10 点満点 

 

10 点満点 

 

10 点満点 

 

10 点満点 

 

10 点満点 

合計 100 点満点 
 


